
平成28 年　2月

2 石川県における土砂災害対策と自然環境保全の推進

平成22年度　～　平成26年度　（5年間）

・災害時要援護者関連施設や避難路・避難場所がある土砂災害危険箇所の整備率を33%(H22)から39%(H26)に引き上げる。
・土砂災害から安全が確保される家屋の割合を37%(H22)から39%(H26)に引き上げる。
・土砂災害警戒区域の指定及び土砂災害情報システムの改良により警戒避難体制が整備される土砂災害危険箇所の割合を35%(H22)から95%(H26)に引き上げる。
・老朽化の著しい砂防堰堤等について、機能保持が図られる割合を0％(H22)から18％(H26)とする。（他計画から移行）
・海岸施設整備により、防護される区域の割合を67%(H22)から75%(H26)に引き上げる。
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災害時要援護者施設や避難路・避難場所がある土砂災害危険箇所数のうち、砂防えん堤等の施設整備により保全される危険箇所数の割
合

　県民の生命財産を守る土砂災害対策と、山地荒廃や海岸侵食の対策をハード・ソフト両面から推進することで、いしかわの持つ安全で豊かな自然環境の保全を図る。

最終目標値

37%（18,228戸）

2.9
効果促進事業費の割合

％

全体数　  187.7ha

定量的指標の現況値及び目標値
備考当初現況値

計画の目標

海岸施設整備により侵食被害又は高潮・高波被害に対して防護される区域の割合

　　計画の成果目標（定量的指標）

　　定量的指標の定義及び算定式

土砂災害危険箇所に立地する家屋数のうち、安全が確保される家屋数の割合

土砂災害警戒区域の指定や土砂災害情報システムの改良により警戒避難体制が整備される割合

老朽化の著しい砂防堰堤等の改築により、長寿命化と機能保持が図られる割合（他計画から移行）

67%

中間目標値

39%

39%（19,300戸）

35%

社会資本総合整備計画 事後評価書
計画の名称

計画の期間 交付対象 石川県、加賀市、小松市、能美市、金沢市、かほく市、宝達志水町、中能登町、志賀町、七尾市、穴水町、輪島市、能登町、珠洲市、内灘町、羽咋市、津幡町

全体数　　292箇所

全体数　　49,557戸

33%

37%（18,500戸）

35% 75%

全体数　　28箇所

95% 全体数　　4,263箇所

75%

18%

72%

0% 10%



事　後　評　価

○事後評価の実施体制、実施時期

石川県ホームページで公開

1．事業効果の発現状況、目標値の達成状況

Ⅰ定量的指標に関連する ・上地川1号地区での砂防施設整備により、下流域の要配慮者利用施設および人家の安全を確保した

　　　交付対象事業の効果の発現状況 ・土砂災害警戒区域の指定により県内の土砂災害危険箇所を有する全市町においてハザードマップの周知が行われた

・湯の谷地区での堰堤補強により、砂防施設の長寿命化および下流域の安全を確保した

最終目標値

Ⅱ定量的指標の達成状況 目標値と実績値 近年の被災状況を踏まえ、要配慮者利用施設が立地している地区で優先的に整備を進めた為、目標値を達成

に差が出た要因 した

最終実績値

最終目標値

目標値と実績値 整備促進により、目標値を概ね達成した

に差が出た要因
最終実績値

最終目標値

目標値と実績値

に差が出た要因
最終実績値

最終目標値

目標値と実績値 整備促進により、目標値を達成した

に差が出た要因

最終実績値

最終目標値

目標値と実績値 押水羽咋海岸等の人工リーフ整備により、目標値を達成した

に差が出た要因
最終実績値

Ⅲ定量的指標以外の交付対象事業の効果の発現状況

（必要に応じて記述） ・千里浜なぎさドライブウェイ（押水羽咋海岸）南側では、今浜地区人工リーフの効果により砂浜が回復したことにより、通行可能日が増加した

２．特記事項（今後の方針等）

・引き続き県民の生命財産を守る土砂災害対策をハード・ソフト両面から推進し、安全・安心の確保を図る

・引き続き海岸施設を整備し、安全安心の確保に努める

事後評価の実施体制

石川県において評価を実施

事後評価の実施時期

公表の方法

H26年の広島での大規模な土砂災害などを受け、指定及びハザードマップの作成、周知等を1年前倒しで完了させ
た為、目標値を達成した

計画期間終了後

・土砂災害のおそれのある箇所について、土砂災害の危険性周知及び防災意識の向上を波来るとともに、砂防施設整備や地形改変、社会的条件は変化した箇所などの調査を推進し、土砂災害に対する警戒避難体制を強化し、安全で安
心な地域づくりを行う

・土砂災害警戒区域の指定完了を受けたハザードマップの整備により、H27においてハザードマップを用いた実践的な避難訓練を土砂災害危険箇所を有する全市町で実施できた

指標⑤（海岸施
設整備により侵
食被害又は高
潮・高波被害に
対して防護され
る区域の割合）

指標②（土砂災
害危険箇所に立
地する家屋数の
うち、安全が確
保される家屋数
の割合）

38% (32施設)

48% (40施設)

95%

100%

39% (19,300戸)

39% (19,100戸)

指標④（老朽化
の著しい砂防堰
堤等の改築によ
り、長寿命化と
機能保持が図ら
れる割合）

75%

79%

18%

28%

指標①（災害時要援護者
施設や避難路・避難場所
がある土砂災害危険箇所
数のうち、砂防えん堤等
の施設整備により保全さ
れる危険箇所数の割合）

指標③（土砂災害
警戒区域の指定や
土砂災害情報シス
テムの改良により
警戒避難体制が整
備される割合)
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